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議案番号 件      名      等 頁 

   

議案第４４号 令和６年度宮代町一般会計歳入歳出決算の認定について １ 

議案第４５号 令和６年度宮代町国民健康保険特別会計歳入歳出決算の認定

について 

２ 

議案第４６号 令和６年度宮代町介護保険特別会計歳入歳出決算の認定に

ついて 

３ 

議案第４７号 令和６年度宮代町後期高齢者医療特別会計歳入歳出決算の

認定について 

４ 

議案第４８号 令和６年度宮代町水道事業会計利益の処分及び決算の認定に

ついて 

５ 

議案第４９号 令和６年度宮代町下水道事業会計利益の処分及び決算の認定

について 

６ 

議案第５０号 宮代町税条例の一部を改正する条例について ７ 

議案第５１号 宮代町重度心身障害者医療費支給に関する条例の一部を改正

する条例について 

１１ 

議案第５２号 職員の育児休業等に関する条例及び職員の勤務時間、休日及び

休暇に関する条例の一部を改正する条例について 

１３ 

議案第５３号 宮代町福祉交流センター設置及び管理に関する条例の一部を

改正する条例について 

１７ 

議案第５４号 宮代町行政手続における特定の個人を識別するための番号の

利用等に関する法律に基づく個人番号の利用及び特定個人情

報の提供に関する条例の一部を改正する条例について 

１９ 

議案第５５号 宮代町土砂のたい積の規制に関する条例を廃止する条例につ

いて 

２６ 

議案第５６号 指定管理者の指定について ２８ 

議案第５７号 工事請負契約の締結について ２９ 

議案第５８号 財産の取得について ３０ 

議案第５９号 宮代町教育委員会の委員の任命につき同意を求めることにつ

いて 

３１ 

議案第６０号 令和７年度宮代町一般会計補正予算（第３号）について ３２ 

   



議案番号 件      名      等 頁 

   

議案第６１号 令和７年度宮代町国民健康保険特別会計補正予算（第１号）に

ついて 

３３ 

議案第６２号 令和７年度宮代町介護保険特別会計補正予算（第１号）につい

て 

３４ 

議案第６３号 令和７年度宮代町後期高齢者医療特別会計補正予算（第１号）

について 

３５ 

議案第６４号 令和７年度宮代町水道事業会計補正予算（第１号）について ３６ 

議案第６５号 令和７年度宮代町下水道事業会計補正予算（第１号）について ３７ 

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   



１ 

議案第４４号 

 

   令和６年度宮代町一般会計歳入歳出決算の認定について 

 

令和６年度宮代町一般会計歳入歳出決算を別紙監査委員の意見を付けて認定に付

する。 

 

  令和７年８月２７日提出 

 

宮代町長 新 井 康 之    

 

 

      提 案 理 由 

 令和６年度宮代町一般会計歳入歳出決算を歳入合計１４０億７，３２７万

２，５７０円、歳出合計１３１億６，３６１万２，７０９円とすることについて、

地方自治法第２３３条第３項の規定により、この案を提出するものである。 

 



２ 

議案第４５号 

 

   令和６年度宮代町国民健康保険特別会計歳入歳出決算の認定について 

 

 令和６年度宮代町国民健康保険特別会計歳入歳出決算を別紙監査委員の意見を付

けて認定に付する。 

 

  令和７年８月２７日提出 

 

宮代町長 新 井 康 之    

 

 

      提 案 理 由 

 令和６年度宮代町国民健康保険特別会計歳入歳出決算を歳入合計３３億５，６００万

８，１６９円、歳出合計３３億２，９６４万５８１円とすることについて、地方

自治法第２３３条第３項の規定により、この案を提出するものである。 

 



３ 

議案第４６号 

 

   令和６年度宮代町介護保険特別会計歳入歳出決算の認定について 

 

 令和６年度宮代町介護保険特別会計歳入歳出決算を別紙監査委員の意見を付けて

認定に付する。 

 

  令和７年８月２７日提出 

 

宮代町長 新 井 康 之    

 

 

      提 案 理 由 

 令和６年度宮代町介護保険特別会計歳入歳出決算を歳入合計３４億４，５５８万

６，２６２円、歳出合計３２億８，４８７万４，４６５円とすることについて、

地方自治法第２３３条第３項の規定により、この案を提出するものである。 

 



４ 

議案第４７号 
 
   令和６年度宮代町後期高齢者医療特別会計歳入歳出決算の認定について 
 
 令和６年度宮代町後期高齢者医療特別会計歳入歳出決算を別紙監査委員の意見を

付けて認定に付する。 
 
  令和７年８月２７日提出 
 

宮代町長 新 井 康 之    
 
 
      提 案 理 由 
 令和６年度宮代町後期高齢者医療特別会計歳入歳出決算を歳入合計６億９，３２６万

１９６円、歳出合計６億８，９４８万８２５円とすることについて、地方自治法

第２３３条第３項の規定により、この案を提出するものである。 
 



５ 

議案第４８号 
 
   令和６年度宮代町水道事業会計利益の処分及び決算の認定について 
 
 令和６年度宮代町水道事業会計利益の処分及び決算を別紙監査委員の意見を付け

て認定に付する。 
 
  令和７年８月２７日提出 
 

宮代町長 新 井 康 之    
 
 
      提 案 理 由 
 令和６年度宮代町水道事業会計利益の処分として、未処分利益剰余金１億９，７０９万

１，７８２円のうち、１億１，４３０万円を資本金に、８，２７９万１，７８２円

を建設改良積立金に積み立てるとともに、令和６年度宮代町水道事業会計決算を

収益的収入７億９，９７０万３，８８２円（税抜き）、収益的支出７億１，６９１万

２，１００円（税抜き）、資本的収入７億２，０５０万３，６３２円（税込み）、

資本的支出９億９，１１０万６，０４０円（税込み）とすることについて、地方

公営企業法第３２条第２項及び第３０条第４項の規定により、この案を提出する

ものである。 
 



６ 

議案第４９号 

 

   令和６年度宮代町下水道事業会計利益の処分及び決算の認定について 

 

 令和６年度宮代町下水道事業会計利益の処分及び決算を別紙監査委員の意見を付

けて認定に付する。 

 

  令和７年８月２７日提出 

 

宮代町長 新 井 康 之    

 

 

      提 案 理 由 

 令和６年度宮代町下水道事業会計利益の処分として、未処分利益剰余金１億９，０４０万

７，３６３円のうち、１億５７４万５，６６０円を資本金に、８，４６６万１，７０３円

を減債積立金に積み立てるとともに、令和６年度宮代町下水道事業会計決算を収益

的収入１１億２，９０４万２，３７０円（税抜き）、収益的支出１０億４，４３８万

６６７円（税抜き）、資本的収入３億６９９万７００円（税込み）、資本的支出

４億４，７０７万４４７円（税込み）とすることについて、地方公営企業法第３２条

第２項及び第３０条第４項の規定により、この案を提出するものである。 

 



７ 

議案第５０号 
 
   宮代町税条例の一部を改正する条例について 

 

 宮代町税条例の一部を改正する条例を別紙のとおり提出する。 
 
  令和７年８月２７日提出 
 

宮代町長 新 井 康 之    
 
 
      提 案 理 由 
 地方税法及び地方税法等の一部を改正する法律の一部を改正する法律が公布され

たことに伴い、宮代町税条例の一部を改正したいので、地方自治法第９６条第１項

第１号の規定により、この案を提出するものである。 
 



８ 

宮代町税条例の一部を改正する条例 

 宮代町税条例（昭和３１年宮代町条例第４号）の一部を次のように改正する。 

第１８条中「は、」の次に「公示事項（同条第２項に規定する公示事項をいう。以

下この条において同じ。）を地方税法施行規則（昭和２９年総理府令第２３号。以下

「施行規則」という。）第１条の８第１項に規定する方法により不特定多数の者が閲

覧することができる状態に置く措置をとるとともに、公示事項が記載された書面を」

を加え、「掲示して行う」を「掲示し、又は公示事項を町の事務所に設置した電子計

算機の映像面に表示したものの閲覧をすることができる状態に置く措置をとること

によってする」に改める。 

第１８条の３中「地方税法施行規則（昭和２９年総理府令第２３号。以下「施行規

則」という。）」を「施行規則」に改める。 

第３４条の２中「又は扶養控除額」を「、扶養控除額又は特定親族特別控除額」に

改める。 

第３６条の２第１項ただし書中「若しくは法第３１４条の２第４項」を「、法第３

１４条の２第４項」に改め、「扶養控除額」の次に「若しくは特定親族特別控除額（特

定親族（同条第１項第１２号に規定する特定親族をいう。第３６条の３の２第１項第

３号及び第３６条の３の３第１項において同じ。）（前年の合計所得金額が８５万円

以下であるものに限る。）に係るものを除く。）」を加える。 

第３６条の３の２第１項第３号中「扶養親族」の次に「又は特定親族」を加える。 

第３６条の３の３第１項中「者に限る。）」の次に「若しくは特定親族（退職手当

等に係る所得を有する者であって、合計所得金額が８５万円以下であるものに限

る。）」を加え、同項第３号中「扶養親族」の次に「又は特定親族」を加える。 

附則第１６条の２の次に次の１条を加える。 

（加熱式たばこに係るたばこ税の課税標準の特例） 

第１６条の２の２ 令和８年４月１日以後に第９２条の２第１項の売渡し又は同条

第２項の売渡し若しくは消費等（次項において「売渡し等」という。）が行われた

加熱式たばこ（第９２条第１号オに掲げる加熱式たばこをいい、第９３条の２の規

定により製造たばことみなされるものを含む。以下この条において同じ。）に係る

第９４条第１項の製造たばこの本数は、同条第３項の規定にかかわらず、当分の間、

次の各号に掲げる区分に応じ、当該各号に定める方法により換算した紙巻たばこ

（第９２条第１号アに掲げる紙巻たばこをいう。以下この項及び次項において同

じ。）の本数によるものとする。 

（１）葉たばこ（たばこ事業法第２条第２号に規定する葉たばこをいう。）を原料の

全部又は一部としたものを紙その他これに類する材料のもので巻いた加熱式た

ばこ（当該葉たばこを原料の全部又は一部としたものを施行規則附則第８条の４

の２に規定するところにより直接加熱することによって喫煙の用に供されるも

のに限る。） 当該加熱式たばこの重量（フィルターその他の施行規則附則第８

条の４の３に規定するものに係る部分の重量を除く。以下この項から第３項まで



９ 

において同じ。）の０．３５グラムをもって紙巻たばこの１本に換算する方法。

ただし、当該加熱式たばこの１本当たりの重量が０．３５グラム未満である場合

にあっては、当該加熱式たばこの１本をもって紙巻たばこの１本に換算する方法 

（２）前号に掲げるもの以外の加熱式たばこ 当該加熱式たばこの重量の０．２グラ

ムをもって紙巻たばこの１本に換算する方法。ただし、当該加熱式たばこの品目

ごとの１個当たりの重量が４グラム未満である場合にあっては、当該加熱式たば

この品目ごとの１個をもって紙巻たばこの２０本に換算する方法 

２ 前項の規定により加熱式たばこのうち同項第１号ただし書の規定の適用を受け

るもの及び同項第２号ただし書の規定の適用を受けるもの以外のものの重量を紙

巻たばこの本数に換算する場合における計算は、売渡し等が行われた加熱式たばこ

の品目ごとの１個当たりの重量に当該加熱式たばこの品目ごとの数量を乗じて得

た重量を同項各号に掲げる区分ごとに合計し、その合計重量を紙巻たばこの本数に

換算する方法により行うものとする。 

３ 前項の計算に関し、同項の加熱式たばこの品目ごとの１個当たりの重量に０．１

グラム未満の端数がある場合には、その端数を切り捨てるものとする。 

４ 第１項第２号に掲げる加熱式たばこ（第９３条の２の規定により製造たばことみ

なされるものに限る。）のうち、次に掲げるものについては、同号ただし書の規定

は、適用しない。 

（１）第１項第１号に掲げる加熱式たばこと併せて喫煙の用に供されるもの 

（２）第１項第２号に掲げる加熱式たばこ（第９３条の２の規定により製造たばこと

みなされるものを除く。）と併せて喫煙の用に供される加熱式たばこ（同条の規

定により製造たばことみなされるものに限る。）であって当該加熱式たばこのみ

の品目のもの 

   附 則 

（施行期日） 

第１条 この条例は、令和８年１月１日から施行する。ただし、次の各号に掲げる規

定は、当該各号に定める日から施行する。 

（１）附則第１６条の２の次に１条を加える改正規定及び附則第４条の規定 令和８

年４月１日 

（２）第１８条及び第１８条の３の改正規定並びに次条の規定 地方税法等の一部を

改正する法律（令和５年法律第１号）附則第１条第１２号に掲げる規定の施行の

日 

（公示送達に関する経過措置） 

第２条 この条例による改正後の宮代町税条例（以下「新条例」という。）第１８条

の規定は、前条第２号に掲げる規定の施行の日以後にする公示送達について適用し、

同日前にした公示送達については、なお従前の例による。 

（町民税に関する経過措置） 

第３条 新条例第３４条の２及び第３６条の２第１項ただし書の規定は、令和８年度



１０ 

以後の年度分の個人の町民税について適用し、令和７年度分までの個人の町民税に

ついては、なお従前の例による。 

２ 令和８年度分の個人の町民税に係る申告書の提出に係る新条例第３６条の２第

１項の規定の適用については、同項ただし書中「特定親族特別控除額（特定親族（同

条第１項第１２号に規定する特定親族をいう。第３６条の３の２第１項第３号及び

第３６条の３の３第１項において同じ。）（前年の合計所得金額が８５万円以下で

あるものに限る。）に係るものを除く。）」とあるのは、「特定親族特別控除額」

とする。 

３ 新条例第３６条の３の２第１項の規定は、この条例の施行の日（以下「施行日」

という。）以後に支払を受けるべき新条例第３６条の２第１項ただし書に規定する

給与について提出する新条例第３６条の３の２第１項及び第３項の規定による申

告書について適用し、施行日前に支払を受けるべきこの条例による改正前の宮代町

税条例（以下「旧条例」という。）第３６条の２第１項ただし書に規定する給与に

ついて提出した旧条例第３６条の３の２第１項及び第３項の規定による申告書に

ついては、なお従前の例による。 

４ 新条例第３６条の３の３第１項の規定は、施行日以後に支払を受けるべき所得税

法（昭和４０年法律第３３号）第２０３条の６第１項に規定する公的年金等（同法

第２０３条の７の規定の適用を受けるものを除く。以下この項において「公的年金

等」という。）について提出する新条例第３６条の３の３第１項の規定による申告

書について適用し、施行日前に支払を受けるべき公的年金等について提出した旧条

例第３６条の３の３第１項の規定による申告書については、なお従前の例による。 

（町たばこ税に関する経過措置） 

第４条 次項に定めるものを除き、附則第１条第１号に掲げる規定の施行の日前に課

した、又は課すべきであった加熱式たばこ（新条例附則第１６条の２の２第１項に

規定する加熱式たばこをいう。次項において同じ。）に係る町たばこ税については、

なお従前の例による。 

２ 令和８年４月１日から同年９月３０日までの間に、宮代町税条例第９２条の２第

１項の売渡し又は同条第２項の売渡し若しくは消費等が行われた加熱式たばこに

係る同条例第９４条第１項の製造たばこの本数は、同条第３項及び新条例附則第１

６条の２の２の規定にかかわらず、次に掲げる製造たばこの本数の合計数によるも

のとする。 

（１）宮代町税条例第９４条第３項の規定により換算した紙巻たばこ（新条例附則第

１６条の２の２第１項に規定する紙巻たばこをいう。次号において同じ。）の本

数に０．５を乗じて計算した製造たばこの本数 

（２）新条例附則第１６条の２の２の規定により換算した紙巻たばこの本数に０．５

を乗じて計算した製造たばこの本数 

３ 前項各号に掲げる製造たばこの本数に１本未満の端数がある場合には、その端数

を切り捨てるものとする。 



１１ 

議案第５１号 
 
   宮代町重度心身障害者医療費支給に関する条例の一部を改正する条例について 

 

 宮代町重度心身障害者医療費支給に関する条例の一部を改正する条例を別紙のと

おり提出する。 
 
  令和７年８月２７日提出 
 

宮代町長 新 井 康 之    
 
 
      提 案 理 由 
 埼玉県による重度心身障害者医療費助成制度の補助拡大に伴い、町においても

支給対象者を拡大するため、宮代町重度心身障害者医療費支給に関する条例の一部

を改正したいので、地方自治法第９６条第１項第１号の規定により、この案を提出

するものである。 
 



１２ 

宮代町重度心身障害者医療費支給に関する条例の一部を改正する条例 

宮代町重度心身障害者医療費支給に関する条例（昭和５０年宮代町条例第１０号）

の一部を次のように改正する。 

第２条第１項に次の１号を加える。 

（６）精神保健及び精神障害者福祉に関する法律に規定する精神障害者保健福祉手帳

の交付を受けた者又は特別の理由により当該精神障害者保健福祉手帳を所持し

ていない者で、精神保健及び精神障害者福祉に関する法律施行令第６条第３項に

定める２級の障害を有する者 

 第２条に次の１項を加える。 

４ この条例において「精神通院医療費」とは、障害者の日常生活及び社会生活を総

合的に支援するための法律（平成１７年法律第１２３号）第５８条の規定により公

費負担された医療費（障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法

律施行令（平成１８年政令第１０号）第１条の２第３号の精神通院医療（以下「精

神通院医療」という。）に係るものに限る。）の自己負担分（高齢者の医療の確保

に関する法律の規定による後期高齢者医療の被保険者で、精神通院医療に該当する

医療費を自己負担したが公費負担が発生しなかった場合もこれに含む。）をいう。 

 第４条第１項中「第２条第１項第３号に規定する重度心身障害者が医療法（昭和２

３年法律第２０５号）第７条第２項第１号に規定する精神病床に入院したときの一部

負担金」を「次の各号に掲げるもの」に改め、同項に次の各号を加える。 

（１）第２条第１項第３号に規定する重度心身障害者が医療法（昭和２３年法律第２

０５号）第７条第２項第１号に規定する精神病床に入院したときの一部負担金 

（２）第２条第１項第６号に規定する重度心身障害者に係る精神通院医療費以外の一

部負担金 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、令和８年１月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この条例による改正後の宮代町重度心身障害者医療費支給に関する条例の規定

は、この条例の施行の日以後の診療に係る医療費の支給について適用し、同日より

前の診療に係る医療費の支給については、なお従前の例による。 

 



１３ 

議案第５２号 
 
   職員の育児休業等に関する条例及び職員の勤務時間、休日及び休暇に関する

条例の一部を改正する条例について 
 
 職員の育児休業等に関する条例及び職員の勤務時間、休日及び休暇に関する条例

の一部を改正する条例を別紙のとおり提出する。 
 
  令和７年８月２７日提出 
 

宮代町長 新 井 康 之    
 
 
      提 案 理 由 
 地方公務員の育児休業等に関する法律等の一部改正に伴い、職員の育児休業等

に関する条例及び職員の勤務時間、休日及び休暇に関する条例の一部を改正したいの

で、地方自治法第９６条第１項第１号の規定により、この案を提出するものである。 
 
 



１４ 

職員の育児休業等に関する条例及び職員の勤務時間、休日及び休暇に関する条

例の一部を改正する条例 

 （職員の育児休業等に関する条例の一部改正） 

第１条 職員の育児休業等に関する条例（平成４年宮代町条例第１３号）の一部を次

のように改正する。 

  第１条中「第１９条第１項及び第２項」を「第１９条第１項から第３項まで及び

第５項」に改める。 

  第２１条第２号中「及び勤務日ごとの勤務時間」及び「（以下「定年前再任用短

時間勤務職員」という。）」を削り、「除く。」の次に「次条において同じ。」を

加える。 

  第２２条の見出し中「部分休業」を「第１号部分休業」に改め、同条第１項中「部

分休業（育児休業法第１９条第１項に規定する部分休業をいう。以下同じ。）の承

認は、勤務時間条例第８条第１項に規定する正規の勤務時間（非常勤職員（定年前

再任用短時間勤務職員を除く。以下この条において同じ。）にあっては、当該非常

勤職員について定められた勤務時間）の始め又は終わりにおいて」を「育児休業法

第１９条第２項第１号に掲げる範囲内で請求する同条第１項に規定する部分休業

（以下「第１号部分休業」という。）の承認は」に改め、同条第２項及び第３項中

「部分休業」を「第１号部分休業」に改める。 

  第２２条の次に次の４条を加える。 

  （第２号部分休業の承認） 

 第２２条の２ 育児休業法第１９条第２項第２号に掲げる範囲内で請求する同条

第１項に規定する部分休業（以下「第２号部分休業」という。）の承認は、１時

間を単位として行うものとする。ただし、次の各号に掲げる場合にあっては、そ

れぞれ当該各号に定める時間数の第２号部分休業を承認することができる。 

 （１）１回の勤務に係る日ごとの勤務時間に分を単位とした時間がある場合であっ

て、当該勤務時間の全てについて承認の請求があったとき 当該勤務時間の時

間数 

 （２）第２号部分休業の残時間数に１時間未満の端数がある場合であって、当該残

時間数の全てについて承認の請求があったとき 当該残時間数 

  （育児休業法第１９条第２項の条例で定める１年の期間） 

 第２２条の３ 育児休業法第１９条第２項の条例で定める１年の期間は、毎年４月

１日から翌年３月３１日までとする。 

  （育児休業法第１９条第２項第２号の条例で定める時間） 

 第２２条の４ 育児休業法第１９条第２項第２号の条例で定める時間は、次の各号

に掲げる職員の区分に応じ、当該各号に定める時間とする。 

 （１）非常勤職員以外の職員 ７７時間３０分 

 （２）非常勤職員 当該非常勤職員の勤務日１日当たりの勤務時間数に１０を乗じ

て得た時間 



１５ 

  （育児休業法第１９条第３項の条例で定める特別の事情） 

 第２２条の５ 育児休業法第１９条第３項の条例で定める特別の事情は、配偶者が

負傷又は疾病により入院したこと、配偶者と別居したことその他の同条第２項の

規定による申出時に予測することができなかった事実が生じたことにより同条

第３項の規定による変更（以下「第３項変更」という。）をしなければ同項の職

員の小学校就学の始期に達するまでの子の養育に著しい支障が生じると任命権

者が認める事情とする。 

  第２３条第１項中「部分休業」の次に「（育児休業法第１９条第１項に規定する

部分休業をいう。次項において同じ。）」を加える。 

  第２４条を次のように改める。 

  （部分休業の承認の取消事由） 

 第２４条 育児休業法第１９条第６項において準用する育児休業法第５条第２項

の条例で定める事由は、職員が第３項変更をしたときとする。 

 （職員の勤務時間、休日及び休暇に関する条例の一部改正） 

第２条 職員の勤務時間、休日及び休暇に関する条例（平成７年宮代町条例第６号）

の一部を次のように改正する。 

  第１５条の２第１項中「申告、請求又は申出（次条において「請求等」という。）」

を「請求等」に改める。 

  第１６条から第１９条までを１条ずつ繰り下げ、第１５条の４の次に次の１条を

加える。 

  （妊娠、出産等についての申出をした職員等に対する意向確認等） 

 第１６条 任命権者は、職員の育児休業等に関する条例（平成４年宮代町条例第１

３号）第２５条第１項の措置を講ずるに当たっては、同条の規定による申出をし

た職員（以下この項において「申出職員」という。）に対して、次に掲げる措置

を講じなければならない。 

 （１）申出職員の仕事と育児の両立に資する制度又は措置（次号において「出生時

両立支援制度等」という。）その他の事項を知らせるための措置 

 （２）出生時両立支援制度等の請求、申告又は申出（以下「請求等」という。）に

係る申出職員の意向を確認するための措置 

 （３）職員の育児休業等に関する条例第２５条の規定による申出に係る子の心身の

状況又は育児に関する申出職員の家庭の状況に起因して当該子の出生の日以

後に発生し、又は発生することが予想される職業生活と家庭生活との両立の支

障となる事情の改善に資する事項に係る申出職員の意向を確認するための措

置 

 ２ 任命権者は、３歳に満たない子を養育する職員（以下この項において「対象職

員」という。）に対して、規則で定める期間内に、次に掲げる措置を講じなけれ

ばならない。 

 （１）対象職員の仕事と育児との両立に資する制度又は措置（次号において「育児



１６ 

期両立支援制度等」という。）その他の事項を知らせるための措置 

 （２）育児期両立支援制度等の請求等に係る対象職員の意向を確認するための措置 

 （３）対象職員の３歳に満たない子の心身の状況又は育児に関する対象職員の家庭

の状況に起因して発生し、又は発生することが予想される職業生活との両立の

支障となる事情の改善に資する事項に係る対象職員の意向を確認するための

措置 

 ３ 任命権者は、第１項第３号又は前項第３号の規定により意向を確認した事項の

取扱いに当たっては、当該意向に配慮しなければならない。 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、令和７年１０月１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ 地方公務員の育児休業等に関する法律（平成３年法律第１１０号）第１９条第２

項第２号に掲げる範囲内において、この条例の施行の日から令和８年３月３１日ま

での間における部分休業の承認の請求をする場合におけるこの条例による改正後

の職員の育児休業等に関する条例第２２条の４の規定の適用については、同条第１

号中「７７時間３０分」とあるのは「３８時間４５分」と、同条第２号中「１０」

とあるのは「５」とする。 

 



１７ 

議案第５３号 
 
   宮代町福祉交流センター設置及び管理に関する条例の一部を改正する条例に

ついて 
 
 宮代町福祉交流センター設置及び管理に関する条例の一部を改正する条例を別紙

のとおり提出する。 
 
  令和７年８月２７日提出 
 

宮代町長 新 井 康 之    
 
 
      提 案 理 由 
 宮代町福祉交流センター陽だまりサロンの利用時間を変更するため、宮代町福祉

交流センター設置及び管理に関する条例の一部を改正したいので、地方自治法第９６条

第１項第１号の規定により、この案を提出するものである。 
 
 



１８ 

   宮代町福祉交流センター設置及び管理に関する条例の一部を改正する条例 

 宮代町福祉交流センター設置及び管理に関する条例（平成１７年宮代町条例第２７号

）の一部を次のように改正する。 

 第６条第１項中「午前１０時から午後４時まで」を「午前１０時から午後２時まで」

に改め、同項に次のただし書きを加える。 

 ただし、土曜日は、午前１０時から午後４時までとする。 

   附 則 

 この条例は、令和８年４月１日から施行する。 

 



１９ 

議案第５４号 
 
   宮代町行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する

法律に基づく個人番号の利用及び特定個人情報の提供に関する条例の一部を

改正する条例について 
 
 宮代町行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律

に基づく個人番号の利用及び特定個人情報の提供に関する条例の一部を改正する条

例を別紙のとおり提出する。 
 
  令和７年８月２７日提出 
 

宮代町長 新 井 康 之    
 
 
      提 案 理 由 
 地方公共団体情報システムの標準化に伴い、宮代町行政手続における特定の個人

を識別するための番号の利用等に関する法律に基づく個人番号の利用及び特定個人

情報の提供に関する条例の一部を改正したいので、地方自治法第９６条第１項第１号

の規定により、この案を提出するものである。 
 



２０ 

宮代町行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する

法律に基づく個人番号の利用及び特定個人情報の提供に関する条例の一部を

改正する条例 

 宮代町行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律

に基づく個人番号の利用及び特定個人情報の提供に関する条例（平成２７年宮代町条

例第２７号）の一部を次のように改正する。 

 別表第１の項中 

「   

」を 

７ 町長 社会福祉法人等による生計困難者等に対する介護保険サ

ービスに係る利用者負担額軽減制度に関する事務であっ

て規則で定めるもの 

８ 教育委員会 就学援助に関する事務であって規則で定めるもの 

９ 教育委員会 特別支援教育就学奨励費の支給に関する事務であって規

則で定めるもの 

  
「   

」に 

７ 町長 社会福祉法人等による生計困難者等に対する介護保険サ

ービスに係る利用者負担額軽減制度に関する事務であっ

て規則で定めるもの 

８ 町長 住登外者宛名番号管理機能（住民登録外者（住民として

住民基本台帳に登録されていない者。以下「住登外者」

という。）を地方公共団体内で一意に特定する住登外者

宛名番号を付番及び管理するための機能をいう。以下同

じ。）による住登外者の情報の管理に関する事務であっ

て規則で定めるもの 

９ 教育委員会 就学援助に関する事務であって規則で定めるもの 

１０ 教育委員会 特別支援教育就学奨励費の支給に関する事務であって規

則で定めるもの 

１１ 教育委員会 住登外者宛名番号管理機能による住登外者の情報の管理

に関する事務であって規則で定めるもの 

  改める。 

 別表第２の１の項中 

「 

」を 

宮代町ひとり親家庭等の医療費の支給

に関する条例によるひとり親家庭等医

療費の支給に関する情報であって規則

で定めるもの 

「 
宮代町ひとり親家庭等の医療費の支給

に関する条例によるひとり親家庭等医

 



２１ 

療費の支給に関する情報であって規則

で定めるもの 

住登外者宛名番号管理機能による住登

外者の情報の管理に関する情報（以下

「住登外者宛名情報」という。）であっ

て規則で定めるもの 
」に改め、同表の２の項中 

「 

」を 

介護保険法（平成９年法律第１２３号）

による保険料の特別徴収対象被保険者

に関する情報及び保険料の徴収に関す

る情報であって規則で定めるもの 

「 

」に改め、同表の３の項中 

介護保険法（平成９年法律第１２３号）

による保険料の特別徴収対象被保険者

に関する情報及び保険料の徴収に関す

る情報であって規則で定めるもの 

住登外者宛名情報であって規則で定め

るもの 

「 

」を 

障害者の日常生活及び社会生活を総合

的に支援するための法律（平成１７年法

律第１２３号）による自立支援給付の支

給に関する情報であって規則で定める

もの 

「 

」に改め、同表の４の項中 

障害者の日常生活及び社会生活を総合

的に支援するための法律（平成１７年法

律第１２３号）による自立支援給付の支

給に関する情報であって規則で定める

もの 

住登外者宛名情報であって規則で定め

るもの 

「 
障害者の日常生活及び社会生活を総合

的に支援するための法律による自立支

援給付の支給に関する情報であって規

 

 

 

 



２２ 

則で定めるもの  

」を 

「 

」に改め、同表の５及び６の項中 

障害者の日常生活及び社会生活を総合

的に支援するための法律による自立支

援給付の支給に関する情報であって規

則で定めるもの 

住登外者宛名情報であって規則で定め

るもの 

「 

」を 

地方税関係情報であって規則で定める

もの 

「 

」に改め、同表の７の項中 

地方税関係情報であって規則で定める

もの 

住登外者宛名情報であって規則で定め

るもの 

「 

」を 

国民健康保険法による医療に関する給

付の支給又は保険料の徴収に関する情

報であって規則で定めるもの 

「 

」に改め、同表の８及び９の項中 

国民健康保険法による医療に関する給

付の支給又は保険料の徴収に関する情

報であって規則で定めるもの 

住登外者宛名情報であって規則で定め

るもの 

「 

」を 

地方税関係情報であって規則で定める

もの 

「 

」に改め、同表の１０の項中 

地方税関係情報であって規則で定める

もの 

住登外者宛名情報であって規則で定め

るもの 



２３ 

「 

」を 

障害者関係情報であって規則で定める

もの 

「 

」に改め、同表の１１の項中 

障害者関係情報であって規則で定める

もの 

住登外者宛名情報であって規則で定め

るもの 

「 

」を 

地方税関係情報であって規則で定める

もの 

「 

」に改め、同表に次の１項を加える。 

地方税関係情報であって規則で定める

もの 

住登外者宛名情報であって規則で定め

るもの 

 

 １２ 町長 住登外者宛名番号管理機能

による住登外者の情報の管

理に関する事務であって規

則で定めるもの 

介護保険給付等関係情報であって規則

で定めるもの 

母子保健法による妊娠の届出に関する

情報であって規則で定めるもの 

母子保健法による妊産婦又は乳児若し

くは幼児に対する健康診査に関する情

報であって規則で定めるもの 

予防接種法による予防接種の実施に関

する情報であって規則で定めるもの 

健康増進法による健康増進事業の実施

に関する情報であって規則で定めるも

の 

児童手当関係情報であって規則で定め

るもの 

医療保険給付関係情報であって規則で

定めるもの 

地方税関係情報であって規則で定める



２４ 

もの 

障害者関係情報であって規則で定める

もの 

ひとり親家庭医療費助成条例による医

療費支給関係情報であって規則で定め

るもの 

子ども医療費助成条例による医療費支

給関係情報であって規則で定めるもの 

重度障害者医療費助成条例による医療

費支給関係情報であって規則で定める

もの 

妊産婦医療費助成条例による医療費支

給関係情報であって規則で定めるもの 

老人（高齢者移行）医療費助成条例によ

る医療費支給関係情報であって規則で

定めるもの 

障害者関係情報であって規則で定める

もの 

障害者の日常生活及び社会生活を総合

的に支援するための法律による自立支

援給付の支給関係情報であって規則で

定めるもの 

障害児福祉手当及び特別障害者手当等

支給関係情報であって規則で定めるも

の 

障害者自立支援給付関係情報であって

規則で定めるもの 

別表第３の項中 

「 

」を 

地方税関係情報であっ

て規則で定めるもの 

「 
地方税関係情報であっ

て規則で定めるもの 

 



２５ 

 住登外者宛名情報であ

って規則で定めるもの 
」に改め、同表に次の１項を加える。 

 

３ 教育委員

会 

住登外者宛名番号管理

機能による住登外者の

情報の管理に関する事

務であって規則で定め

るもの 

町長 地方税関係情報であっ

て規則で定めるもの 

   附 則 

 この条例は、公布の日から施行する。 

 



２６ 

議案第５５号 
 
   宮代町土砂のたい積の規制に関する条例を廃止する条例について 
 
 宮代町土砂のたい積の規制に関する条例を廃止する条例を別紙のとおり提出する。 
 
  令和７年８月２７日提出 
 

宮代町長 新 井 康 之    
 
 
      提 案 理 由 
 宅地造成及び特定盛土等規制法による規制開始に伴い、宮代町土砂のたい積の

規制に関する条例を廃止したいので、地方自治法第９６条第１項第１号の規定により、

この案を提出するものである。 
 



２７ 

宮代町土砂のたい積の規制に関する条例を廃止する条例 

宮代町土砂のたい積の規制に関する条例（平成１５年宮代町条例第７号）は、廃止

する。 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、令和７年１０月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この条例の施行の日（以下「施行日」という。）前に、廃止前の宮代町土砂のた

い積の規制に関する条例（以下「旧条例」という。）第５条第１項又は第８条第１

項の許可の申請であって、この条例の施行の際、許可をするかどうかの処分がされ

ていないものについての許可又は不許可の処分については、なお従前の例による。 

３ この条例の施行の際現に旧条例第５条第１項又は第８条第１項の規定による許

可を受けて行われている土砂のたい積に対する旧条例第４条、第７条から第１９条

までの規定の適用については、当該許可の期間が満了する日までの間（当該許可の

期間が満了する日までに旧条例第１６条第１項の規定による命令を受けた者にあ

っては、当該命令に係る事由が消滅する日又は当該許可の期間が満了する日のいず

れか遅い日までの間）は、なお従前の例による。 

４ 施行日前に旧条例第５条第１項又は第８条第１項の規定に違反して行われた土

砂のたい積に対する旧条例第４条、第１６条第２項及び第１７条から第１９条まで

の規定の適用については、なお従前の例によることができる。 

５ 施行日前にされた旧条例第１６条第２項の規定による命令を受けた者に対する

旧条例第１８条及び第１９条の規定の適用については、当該命令に係る事由が消滅

する日までの間は、なお従前の例による。 

６ 施行日前にした行為及び前３項の規定によりなお従前の例によることとされる

場合における施行日以後にした行為に対する罰則の適用については、なお従前の例

による。 

 



２８ 

議案第５６号 
 
   指定管理者の指定について 
 
 次のとおり指定管理者を指定することについて議決を求める。 
１ 指定管理者に管理を行わせる施設の名称及び所在地 

施設の名称 施設の所在地 

宮代町立図書館 宮代町字百間１１３９番地 

２ 指定管理者に指定する団体の名称及び所在地 

 団 体 の 名 称  株式会社 図書館流通センター 

 団体の所在地  東京都文京区大塚三丁目１番１号 

 団体の代表者  代表取締役 谷一 文子 

３ 指定の期間 

 令和８年４月１日から令和１３年３月３１日まで 

 
  令和７年８月２７日提出 
 

宮代町長 新 井 康 之    
 
 
      提 案 理 由 
 宮代町立図書館の指定管理者を指定したいので、地方自治法第２４４条の２第６項

の規定により、この案を提出するものである。 
 



２９ 

議案第５７号 

 

   工事請負契約の締結について 

 

 次のとおり工事請負契約を締結することについて議決を求める。 

１ 工 事 名  避難所非常用発電機設置工事 

２ 施 工 箇 所  宮代町立須賀中学校 
宮代町立前原中学校 
宮代町総合運動公園 
宮代町立コミュニティセンター進修館 

３ 履 行 期 限  令和８年３月３１日 

４ 請 負 金 額  １億１,５５０万円 

５ 請 負 業 者  埼玉県幸手市南三丁目１６番３号 

           中村電設工業株式会社 幸手支店 

支店長 本多 寛子 

 

  令和７年８月２７日提出 

 

宮代町長 新 井 康 之    
 

 

      提 案 理 由 

 避難所非常用発電機設置工事の請負契約を締結したいので、議会の議決に付すべき

契約及び財産の取得又は処分に関する条例第２条の規定により、この案を提出する

ものである。 

 

 



３０ 

議案第５８号 

 

   財産の取得について 

 

 次のとおり財産を取得することについて議決を求める。 

１ 財 産 の 種 類   宮代町立小中学校学習用情報端末 

２ 数    量   ２，７８１台 

３ 取 得 金 額   １億６，０４５万９，２００円 

４ 契約の相手方   埼玉県さいたま市北区宮原町二丁目４５番地１ 

           リコージャパン株式会社 

           デジタルサービス営業本部 埼玉支社 

           公共文教営業部 

           部長 細沼 克弘 

 

  令和７年８月２７日提出 

 

宮代町長 新 井 康 之    
 

 

      提 案 理 由 

 ＧＩＧＡスクール構想第２期の実現に向け、各小中学校に学習用情報端末を整備

するため、上記のとおり財産を取得したいので、議会の議決に付すべき契約及び財

産の取得又は処分に関する条例第３条の規定により、この案を提出するものである。 

 



３１ 

議案第５９号 

 

   宮代町教育委員会の委員の任命につき同意を求めることについて 
 
 次の者を宮代町教育委員会の委員に任命することについて同意を求める。 
１ 住  所                        
２ 氏  名  仁 部 香 織 
３ 生年月日             
 
  令和７年８月２７日提出 
 

宮代町長 新 井 康 之    
 
 
      提 案 理 由 
 新たに仁部香織氏を教育委員会の委員に任命したいので、地方教育行政の組織

及び運営に関する法律第４条第２項の規定により、この案を提出するものである。 
 



３２ 

議案第６０号 

 
   令和７年度宮代町一般会計補正予算（第３号）について 

 
 令和７年度宮代町一般会計補正予算（第３号）を別冊のとおり提出する。 

 

  令和７年８月２７日提出 

 

宮代町長 新 井 康 之    
 

 

      提 案 理 由 

 前年度決算に伴う繰越金の確定並びに決算剰余金の積立のほか、普通交付税の額

の決定、職員の人事異動及び共済組合負担金率の確定等に係る人件費補正、須賀小

学校再整備に伴う特別教室及び学童保育所の移転、重度心身障害者医療費支給事業

における対象拡大等に伴い、令和７年度宮代町一般会計予算に４億７８万３，０００円

を増額し、総額を１４０億６，９２７万８，０００円とすることについて、地方

自治法第２１８条第１項の規定により、この案を提出するものである。 

 



３３ 

議案第６１号 

 

   令和７年度宮代町国民健康保険特別会計補正予算（第１号）について 

 

 令和７年度宮代町国民健康保険特別会計補正予算（第１号）を別冊のとおり提出

する。 

 

  令和７年８月２７日提出 

 

宮代町長 新 井 康 之    
 

 

      提 案 理 由 

 人件費補正、国民健康保険事業費納付金の確定及び前年度決算剰余金の精算の

ほか子ども・子育て支援金制度創設に伴うシステム改修費の増額に伴い、令和７年度宮

代町国民健康保険特別会計予算に４，５２６万５,０００円を増額し、総額を

３３億６，５９７万円とすることについて、地方自治法第２１８条第１項の規定に

より、この案を提出するものである。 

 



３４ 

議案第６２号 

 

   令和７年度宮代町介護保険特別会計補正予算（第１号）について 

 

 令和７年度宮代町介護保険特別会計補正予算（第１号）を別冊のとおり提出する。 

 

  令和７年８月２７日提出 

 

宮代町長 新 井 康 之    
 

 

      提 案 理 由 

 人件費補正、前年度繰越金の確定及び国県負担金の精算等に伴い、令和７年度宮代町

介護保険特別会計予算に１億５，９５７万４，０００円を増額し、総額を３５億

９，４３０万２，０００円とすることについて、地方自治法第２１８条第１項の規定

により、この案を提出するものである。 

 



３５ 

議案第６３号 

 

   令和７年度宮代町後期高齢者医療特別会計補正予算（第１号）について 

 

 令和７年度宮代町後期高齢者医療特別会計補正予算（第１号）を別冊のとおり提

出する。 

 

  令和７年８月２７日提出 

 

宮代町長 新 井 康 之    
 

 

      提 案 理 由 

 人件費補正、前年度決算剰余金の精算のほか子ども・子育て支援金制度創設に伴う

システム改修費の増額に伴い、令和７年度宮代町後期高齢者医療特別会計予算に

６９６万３，０００円を増額し、総額を７億２，５０１万３，０００円とすることに

ついて、地方自治法第２１８条第１項の規定により、この案を提出するものである。 

 



３６ 

議案第６４号 

 

   令和７年度宮代町水道事業会計補正予算（第１号）について 

 

 令和７年度宮代町水道事業会計補正予算（第１号）を別冊のとおり提出する。 

 

  令和７年８月２７日提出 

 

宮代町長 新 井 康 之    
 

 

      提 案 理 由 

 人事異動及び共済組合負担金率の確定等に伴い、令和７年度宮代町水道事業会計

予算の第３条予算について、収益的支出を２５１万３，０００円増額することについて、

地方自治法第２１８条第１項の規定により、この案を提出するものである。 

 



３７ 

議案第６５号 

 

   令和７年度宮代町下水道事業会計補正予算（第１号）について 

 

 令和７年度宮代町下水道事業会計補正予算（第１号）を別冊のとおり提出する。 

 

  令和７年８月２７日提出 

 

宮代町長 新 井 康 之    
 

 

      提 案 理 由 

 人件費補正及び管きょ費の追加に伴い、令和７年度宮代町下水道事業会計予算の

第３条予算について、収益的収入を３３５万３，０００円増額し、収益的支出を

４２５万３，０００円増額するとともに、令和６年度決算に伴い、第４条予算に

ついて、資本的収入を６，９７８万８，０００円減額することについて、地方自

治法第２１８条第１項の規定により、この案を提出するものである。 

 



 

 


